予算要求資料
平成29年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工業振興費
	事業名　海外展開強化支援事業費


　　　　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

商工労働部　新産業・エネルギー振興課　ＩＴものづくり係　
電話番号：058-272-1111（内3111）

E-mail：c11353@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　2,092千円（前年度予算額：　0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	2,092
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,092

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
中国の経済の減速、人件費高騰が進むなか、多くの日系企業が、リスク回避のため「チャイナプラスワン（※中国以外の海外拠点の確保）」を検討している。こうしたなか、急速な発展を見せるASEAN地域が注目されている。なかでも、親日的で治安が良く、労働人材も豊富で、社会インフラも徐々に整備されつつあるベトナムの人気は向上。ＴＰＰ対象国でもあり、投資熱も帯びている。
県では、平成２７年１１月にベトナム・ゲアン省と締結した友好協力に関する覚書に基づき、投資、農業、観光などの分野で様々な交流を始めたほか、ベトナム政府（外国投資庁）やフエ省との交流も始めた。
今後は、こうした行政府とのパイプを活用して、ベトナムへの進出に興味を持つ企業や、進出済みの企業の個別支援を強化していく必要がある。
（２）事業内容
①ベトナム進出企業の支援
行事名：　ベトナム進出企業投資フォローアップ意見交換会
目　的：　進出企業が抱える課題や提案等について、ベトナム行政府を交え、課題解決に向けて意見交換するとともに、最新のベトナム投資関係情報に係る情報交換を行うことにより、進出企業のベトナムでの経済活動の円滑化を図る。
内　容：　ベトナム行政府（外国投資庁等）及び、支援機関（JETRO、JICA等）、金融機関等と連携し、ベトナム現地において、進出企業との意見交換会を開催する。
②ベトナム企業と県内企業との交流の促進
行事名：　ベトナム企業経営者・幹部とのビジネス交流会
目　的：　日越両国の企業経営者等による交流の場を提供し、相互理解を深め、ベトナム進出・取引拡大など投資活動の促進を図る。
内　容：　JICA研修の一環で来日するベトナム人経営者等と、県内企業が一堂に会し、意見交換、情報交換を行う。
（３）県負担・補助率の考え方

　　  県の経済・雇用対策であり、県負担は妥当。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	891
	職員旅費

	需用費
	80
	事務用品

	役務費
	60
	通信運搬費

	使用料・賃貸料
	54
	会場借り上げ

	委託費
	1000
	意見・情報交換会開催

	会議費
	7
	水

	合計
	2,092
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　岐阜県版成長・雇用戦略　【部材産業の取引拡大支援】
（２）国・他県の状況

　　　国内経済の状況を鑑み中小企業の海外展開支援を強化
（３）後年度の財政負担
　　　５年を目途に継続等について必要な検討を実施
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業

	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	県内の中小製造業による、ベトナムなどASEAN地域を中心とした海外への進出・取引拡大等の展開を支援し、県内企業の国際競争力の強化・経営基盤の安定を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	意見交換会・ビジネス交流会への参加企業数
	0
（H）
	（H  ）
	（H　）
	（H　）
	20
（H30）
	％


	
	(H）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



（前年度の取組）

	【Ｈ２７年度】
◆ベトナム投資環境調査2回、20社参加（ハノイ／ホーチミン・ゲアン省）
◆ベトナム観光投資セミナー・商談会（岐阜市内）
◆ゲアン省投資家向け会合への参加（ヴィン市）

【Ｈ２８年度】

◆ベトナム現地での投資セミナー・商談会・投資環境調査2回（予定）
　（ホーチミン／ハノイ・ゲアン省）
◆ベトナム工業系見本市への岐阜県企業出展3社（ホーチミン）


（前年度の成果）

	（１）ベトナム行政府とのパイプの構築
　・ベトナム外国投資庁長官が来岐し県庁を表敬（H28.5）し、今後の相互協力（包括協定）について提案あり。
・ゲアン省との友好協力協定の締結（H27.11）
（２）県内企業のベトナム進出の促進
　・新規進出を検討する企業1社を支援
　・県内金融機関がベトナム進出支援を積極的に展開（投資セミナー、投資環境調査等の実施）


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

〇

	大手の下請けが多い県内製造業にあって、取引先も含む日系企業全体に「チャイナプラスワン」の動きが出ていることから、ベトナムなどASEAN地域への新規進出に対する支援のニーズは高い。
また、ベトナムなどへ進出済みの企業からは、現地での課題解決に向けた支援が求められている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

 〇
	これまでの取組みで、ベトナム行政府（外国投資庁、ゲアン省等）とのパイプが構築できた。これを活用して、個々の企業の課題解決に結びつく支援を展開することが可能。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

　 〇
	　ベトナム行政府、日本の支援機関（JETRO、JICA等）、県内金融機関と連携することにより、効率的かつ効果的な事業推進が可能。


（今後の課題）

	　意見交換会、交流会のなかで出る企業の声（課題）については、ベトナム行政府、日本の支援機関、県内金融機関とも連携し、課題解決に向けて、できるだけ具体的に対応していく必要がある。
　また、こうした課題解決の事例や連携相手を増やし、課題解決のノウハウを蓄積していく必要がある。


（次年度の方向性）
	・課題解決の事例を増やし、ノウハウを蓄積していく。
・さらにネットワークを広げ、連携相手を増やしていく。


